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１．事業の目的 

 

高齢社会の進展とともに歯・口腔の健康の増進を通じて、国民が生涯にわたって幸福を

感じることができる心身の健康に寄与するため、歯科衛生士は大きな役割が期待されてい

る。しかし現在は、一旦離職した歯科衛生士の再就職率は極めて低くなっている。これは、

離職後の歯科医療技術の進歩による知識的・技能的ブランクなどが考えられ、慢性的な歯

科衛生士不足を引き起こし、社会問題ともなっている。 

そこで本事業では、地域の歯科医師会や歯科衛生士会、自治体や各団体等との連携を図

り、潜在的歯科衛生士（国家資格は取得しているが、結婚・出産・育児・介護等の理由に

より離職し、その後就労していない者）を対象として、再就職促進のための教育・研修、

かつ２年制から３年制への教育期間変更における新設科目等の講座を設け、最新知識・技

術の習得及び高齢社会への対応（要介護高齢者、障害者への口腔介護）として関連知識の

習得や訪問介護員２級課程等の資格等のスキルアップを図り、地域医療従事者を増加させ

るための教育プログラムを実施する。 

 また、この教育プログラムの実施により、地域での口腔ケアの更なる充実のため、歯科

診療所に勤務し活動するという従来から歯科衛生士に求められていた機能に加えて、地域

での活動に必要な知識・経験を有した新しい歯科衛生士の養成を行う。 

講座開設にあたり、受講者満足度７０％、講座終了後３ヶ月時点における受講者の就職

率５０％を目標として設定し、実施するものとする。 

 

２．事業の実施に関する項目 

①カリキュラムの概要（目的・科目数・内容・期間） 

 

新しい歯科知識や技術を習得すると同時に、社会復帰を目指した技術向上のための訓練

を行い、高齢社会への地域歯科医療人として訪問治療に参加できるように訪問介護員２級

の資格を取得させ、その知識・技術と歯科知識を融合した歯科衛生士を目指す内容とした。

 

●開設講座数 ：１講座 

●総授業時間数：２７０時間 

●開設期間  ：平成２１年１０月６日～１２月１８日 

 



＜専門分野＞ 

  歯科診療補助           １９時間 

  歯科予防処置           ３９時間 

  歯科保健指導           ２４時間 

  インプラント概論          ３時間 

  高齢者歯科            １５時間 

  障害者歯科             ６時間 

  歯科に関する基礎知識        ７時間 

＜スキルアップ研修＞ 

  訪問介護員養成研修（２級課程） １３８時間 

  パソコン講習           １２時間 

＜支援分野＞ 

  歯科衛生士概論（就職支援）     ３時間 

＜その他＞ 

  開講式・修了式・オリエンテーション ４時間 

 

②受講者の募集方法（手法・期間・効果） 

 

受講生募集に当たっては、主に下記の方法を用いて行った。 

 １．新聞記事掲載による告知（９月５日、宮崎日日新聞） 

 ２．当地域の歯科衛生士へのＤＭ発送（８月２５日） 

 ３．本校近辺（宮崎県都城市・北諸県郡・小林市、鹿児島県曽於市）の歯科医院への 

   ＤＭ発送（８月２４・２５日） 

 ４．宮崎県歯科衛生士会会員へのＤＭの発送（８月２５日） 

 ５．ハローワークへのチラシ設置（８月２５日～９月１７日） 

 ６．本校ホームページでの告知 

募集効果は、受講生に対する調査の結果、次のとおりであった。（複数回答） 

 １．新聞記事を見て応募した者 ６人 

 ２．本校からのＤＭを見て応募した者 ６人 

 ３．歯科医院からの紹介を受け応募した者 ４人 

 ４．知人・友人から紹介を受け応募した者 ６人 

 ５．ハローワークのチラシを見て応募した者 １人 

 ６．その他（インターネットホームページ、本校教員からの紹介） ４人 

 

 定員２０人に対し、２１人の応募があった。応募者は全て受講条件である歯科衛生士 

の資格を有していたので、特に選考等は行わず、応募者全員が受講できるよう対応した 

 

③受講者の状況 

 

受講者の内訳は下記のとおりである。 

 受講生２１人（全員女性） 

 年齢層 ２０代３人、３０代８人、４０代６人、５０代４人 

講座開始時点では、既に就職している者が１人で、他は定職に就いていないとのことで 

あった。 

 



④受講者の意識調査等 

 

受講者満足度は下記のとおりであった。（回答者数２０人） 

 大変満足：５人（２５％）  満足：１３人（６５％）  普通：１人（５％） 

 やや不満：１人（５％）   大変不満：０人（０％） 

 ※やや不満と答えた受講生の意見として、歯科診療補助の実習を多くして欲しかった 

  とのことであった。 

講座の期間（約２ヶ月・２７０時間）の感想としては下記のとおりであった。 

 長く感じた：１人（５％） ちょうど良かった：１４人（７０％） 

 短く感じた：５人（２５％） 

本校の施設設備に対する感想を聞いた結果は下記のとおりであった。 

 大変満足：１１人（５５％） やや満足：３人（１５％） 普通：６人（３０％） 

 

⑤受講後の状況（修了者数・就職率） 

 

受講者２１人の全員が規定の出席時間数に達したため、修了証として学校教育法に基づく

履修証明制度の対象となる履修証明書を交付した。 

また、訪問介護員養成研修２級課程（ホームヘルパー２級）の修了に必要な履修時間 

（法定１３０時間）についても、全員が履修したので修了証明書を交付した。 

修了者２１人のうち、１人が受講開始時点で既に就職しており、１人が講座修了後に病気

（癌）が判明、２人が妊娠、１人が家庭の事情により就職を希望しなかった。 

従って、就職希望者：１６人、就職者数１２人、就職活動中２人、不明２人で、就職率は

７５％となった。就職者全員が非正規職員（パート）での採用となったが、これは受講者

全員がパート勤務で希望した結果である。 

なお、就職した者１２人の内訳は、歯科医院等への就職者が１１人、老人福祉施設（特別

養護老人ホーム）が１人で、全て歯科衛生士として勤務している。 

 

３．事業の評価に関する項目 

①当初目的の達成状況 

 

受講者満足度は、「大変満足」と回答した者が２５％（５人）、「満足」と回答した者が

６５％（１３人）で、あわせて９０％（１８人）であった。 

 

就職状況については、下記のとおりである。 

 就職決定者               １２人 

既に就職していた者            １人 

就職活動中                ２人 

病気により就職活動ができない者      １人 

妊娠により就職活動ができない者      ２人 

家庭の事情により就職しない者       １人 

不明（追跡調査の結果、確認が取れない者） ２人 

就職を希望しない者（５人）を除き、就職率は７５．０％（１６人中１２人）となり、

受講者満足度とともに、当初の目標は達成できた。 

 



②事業の成果及び改善点 

 

当事業の実施にあたり、都城市北諸県郡歯科医師会から事業への助言や講師派遣、受講生

募集に対する協力等、全面的なご支援をいただき、この協力が得られて初めて実現できた。

また、宮崎県歯科衛生士会や訪問介護員養成研修の実施に伴う介護施設、姉妹校の都城コ

アカレッジ等からも事業に対する深い理解と協力をいただき、円滑な事業の展開が実施で

きた。 

主な成果は下記のとおりである。 

 １．離職後に導入された新しい技術・知識を補完するための教育プログラムの開発 

 ２．これまでの歯科衛生士の主たる業務であった、歯科医院等での歯科予防処置・ 

   保健指導・診療補助に加え、訪問介護員２級の資格取得に伴い、高齢者や障害者 

   に対する対応法や口腔ケア等の知識・技術を習得することにより、歯科衛生士の 

   業務範囲を拡大するとともに、福祉・介護分野でも活躍できる人材を育成した。 

 

改善点としては、本校は開校して２年目ということもあり、急激に進化する歯科医療現場

のＩＴ化や医療機器の高度化に対応するためのソフトや器材を十分に確保することが困

難であったため、最先端の歯科医療技術教育の実施という点ではやや不足していたことは

否めないと推測する。 

また、訪問介護員養成研修の実施にあたり、訪問介護員２級課程の資格を取得するために

は法定により定められたカリキュラム（１３０時間）を履修しなければならないが、講座

の開催時期を秋から冬にかけて設定したことから、新型インフルエンザの影響で、受講者

本人や子供の罹患及び施設実習においては利用者への感染防止のため１週間程度の欠席

を余儀なくされた事態が発生した。補講を実施して全員が修了できたが、このような事も

予測して、冬に入る前に終了する講座日程を計画すべきであった。 

 

③次年度以降における課題・展開 

 

この事業の主たる目的である、再就職促進のための教育・研修、最新知識・技術の習得及

び高齢社会への対応（要介護高齢者、障害者への口腔介護）として関連知識の習得や訪問

介護員２級課程の資格取得等のスキルアップを図り、地域の歯科医療従事者を増加させる

ため、約２ヶ月間・２７０時間という教育プログラムを実施した。このような取り組みは

恐らく全国的にもあまり例がないと自負しているが、それがゆえに参考とすべき事例が少

なく、カリキュラムの編成や講師の選任、受講生募集、講座の運営等、事業の実施にあた

っては試行錯誤の連続であった。 

中でも受講生の募集にあたっては、本校は開校２年目で卒業生を輩出しておらず、受講生

を確保することが当初最大の課題であった。幸いなことに本校の専任教員が以前勤務して

いた歯科衛生士養成校（現在は閉校）の卒業生に対してＤＭによる告知ができ、また、深

刻化する歯科衛生士不足に大きな危機感を持っている地域歯科医師会が、現職の歯科衛生

士を通して、潜在的歯科衛生士へ周知いただいたことや、当事業に関心を示したマスコミ

の新聞記事での報道など、各方面の協力があって定員を充足することができたが、今後こ

のような潜在的歯科衛生士の再就職のための講座等を実施するには、学校や歯科医師会、

歯科衛生士会が一体となり、緊密な連携とネットワーク構築の重要性を改めて強く感じ

た。 

実証講座については、受講者の年齢は最年少が２４歳、最年長は５４歳で平均年齢３８歳、

離職後のブランクは短い者で５ヶ月、長い者は１０年以上経過しており、限られた時間の



中で、この差を埋めるための講義方法に不安もあったが、受講者の自己評価における講座

の理解度は、全体的な傾向として概ね良好であった。 

 

今後の課題・展開としては、当然のことであるが、ブランクが長い者ほど退職後に導入さ

れた新しい技術や歯科医療に必要な知識、最新機器等の操作に対する不安は大きく、今回

のような２ヶ月程度の学校における座学・演習・実習やスキルアップ研修等の後に、１ヶ

月程度ＩＴ化に対応するためのパソコン関連教育に加え、１ヶ月程度歯科医院で現場実習

を行うなど、概ね４ヶ月程度の訓練標準カリキュラムとして実施することができれば、円

滑な現場復帰が可能ではないかと考える。 

我が国の医療界は治療（cure）から予防(care)へと大きくシフトし、口腔疾患と糖尿病や

心臓病との因果関係や、介護の現場からは、口腔環境の改善が日常の活動性を向上させた

実例などがいくつも報告されるなど、口腔衛生の重要性が強く認識され、医療界では「健

康長寿は口から」が合い言葉の様にさえなっており、歯科衛生士の役割と重要性はますま

す高くなっている。 

しかし、一方では歯科医療界での歯科衛生士の不足が深刻化している。これは結婚や育児

等により、一時離職した歯科衛生士が現場に復帰しないことが原因の一つで、この大きな

理由として、前述のように離職後のブランクに対する不安が大きいことが挙げられる。 

現場復帰を望んでいるが、このようなブランクを補完し、不安が解消されるような十分な

教育を受けられる機会は極めて少なく、また機会があったとしても、希望者における費用

や時間的な負担は大きいものと考える。 

このような状況を解消するためにも、今回の事業を基に、４ヶ月程度のモデルカリキュラ

ムを開発し、公的な職業訓練として展開を図りたいと考える。 

 

④成果の普及 

 

当事業にて、実施したカリキュラム・受講者のアンケート結果や感想、就職状況等を取り

まとめ、関係機関等に対する報告会を３月下旬に開催し、報告する予定である。また、歯

科衛生士養成課程を持つ養成校等に送付する予定である。 

 

 


